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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期
第２四半期
累計期間

第24期
第２四半期連結
累計期間

第23期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 1,378,5391,347,2232,763,815

経常利益（千円） 43,028 4,800 76,905

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
23,263 △47,358 72,737

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
－ △38,412 －

純資産額（千円） 1,129,3711,131,5041,171,746

総資産額（千円） 2,832,7562,816,6682,811,691

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

151.26 △307.92 472.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 39.9 40.2 41.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△20,636 △38,298 47,598

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
7,604 △23,765 △86,955

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
14,589 △19,033 9,539

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
1,086,261979,8681,050,965

回次
第23期
第２四半期
会計期間

第24期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
７月１日
至平成24年
９月30日

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）
△14.06 △139.11
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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第23期第２四半期累計期間及び第23期は、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。第24期第２四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第23期第２四半期連結累計期

間及び第23期連結会計年度に代えて、第23期第２四半期累計期間及び第23期事業年度について記載しておりま

す。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、当社は、第１四半期連結会計期間においてTerilogy Hong Kong Limitedを連結の範囲に含めております。

なお、Terilogy Hong Kong Limitedはネットワーク機器の販売等を行っており、当社の事業内容に含まれるため、単

一セグメントであることに変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

また、当第２四半期連結累計期間は、連結初年度にあたるため、前年同四半期の数値およびこれに係る対前年同四半期

増減率等の比較分析は行っておりません。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社グループは、当事業年度を初年度とする「新３ヵ年中期経営計画」が

スタートいたしました。これにより、事業部間のシナジー効果を最大限に発揮し、顧客基盤の強化・拡大を図ると

ともに、強い競争力と高い利益性を実現するために自社製品を開発し、その販売を強化してまいりました。

当第２四半期連結累計期間における部門別の概要は次のとおりであります。

（テレコム部門）

当部門では、コンピュータネットワーク関連機器の急激なコモディティ化による競争の激化、価格の下落があ

る一方で、スマートフォンの急速な普及によるトラフィック増加対策が求められるといった、当社の主要ター

ゲットである国内通信事業者を取り巻く市場環境の急速な変化への適応を図るため、販売体制を転換し、通信事

業者各社に向けたデータ通信量の抑制とインフラ強化への営業活動に努めてまいりました。これにより、自社開

発のmomentumプローブ製品が、通信事業者の大規模高速ネットワーク向け回線集約・障害解析案件に係わるネッ

トワークのデータ収集ツールに採用されるなど、同製品の販売活動は順調な立ち上がりを見せております。

また、高速モバイル通信サービス事業者（高速無線通信WiMAX）向けユーザ認証基盤構築の継続案件ならびに、

電力系ブロードサービスプロバイダ向けインターネット接続支援ソフトウェア開発案件の納入作業が順調に推

移したことで、当部門の売上増加に貢献しております。以上の結果、当部門の売上高は486百万円となりました。

（ファイナンス部門）

当部門では、主力商品であるアルゴリズムトレーディング向け遅延監視ソリューションの販売拡大を目指し、

昨年12月設立の香港法人および今年６月開設のシンガポールオフィスを足がかりに、アジア・パシフィック地域

の主要証券取引所、外資系大手証券会社に向けた営業活動ならびに、新規顧客の掘り起こしに努めてまいりまし

た。また、国内の外資系証券会社などから、ネットワークパフォーマンス管理商品の受注を獲得しております。

しかしながら、本ソリューション案件は高額であり、商談から受注、納品・検収までの期間が長いことから、当

部門の売上に貢献するまでには至りませんでした。以上の結果、当部門の売上高は４百万円となりました。

（エンタープライズ部門）

当部門では、特定の企業や団体などの知的財産情報や個人情報を狙う標的型攻撃が増加していることから、情

報漏洩などの被害を防ぐサービスの立ち上げならびに、受注獲得に向けたセミナーの開催など、積極的な営業活

動をおこなってまいりました。これにより、入り口対策でのネットワーク不正侵入防御セキュリティ商品の受注

は堅調に推移いたしました。

また、顧客企業の大手製造業を中心に、出張コスト、移動時間の削減に向けた多拠点間でのビデオ会議システム

ならびに、災害・障害時の拠点分散対策に向けたネットワーク構築案件の受注活動は、引き続き堅調に推移して

おります。以上の結果、当部門の売上高は317百万円となりました。

（保守サービス部門）

当部門では、継続的な取り組みである保守業務の内製化による業務委託費の削減、保守契約更新率の向上に努

めてまいりました。以上の結果、当部門の売上高は539百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,347百万円となりました。

損益面につきましては、中長期的な成長戦略の実現に必要な人材の確保・育成ならびに業務環境の整備、香港

ならびにシンガポールでのマーケティング費用などの積極的投下により利益を圧迫したものの、営業利益10百万

円、経常利益４百万円と黒字に転換いたしました。

しかしながら、収益構造の改善をおこなうためにテレコム部門の販売体制を転換し、通信事業者・データセン

タ向けフロールータ商品の販売・保守事業から撤退することに伴い、商品廃棄損41百万円を特別損失として計上

いたしました。
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また、当社の保有する投資有価証券の評価損14百万円を計上したことから四半期純損失は47百万円となりまし

た。

（２）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、979百万円となりまし

た。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は、38百万円であります。これは税金等調整前四半期純損失45百万円を計上し、売

上債権が80百万円増加、たな卸資産が31百万円減少、減価償却費39百万円を計上したこと等があったためであり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、23百万円であります。これは無形固定資産の取得28百万円等があったためで

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、19百万円であります。これはリース債務の返済による支出14百万円等があっ

たためであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 216,960

計 216,960

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 156,800 156,800

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

当社は、単元株

制度は採用して

おりません。

計 156,800 156,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－ 156,800 － 1,182,604 － －
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

津吹　憲男 東京都板橋区 47,424 30.24

阿部　昭彦 神奈川県横浜市神奈川区 15,296 9.76

株式会社ネットマークス 東京都江東区豊洲１丁目１－１ 13,240 8.44

浅井　克己 茨城県水戸市 2,051 1.31

桜糀　勲 埼玉県北本市 1,712 1.09

テリロジー社員持株会
東京都千代田区九段北１丁目13－５

日本地所第一ビル４Ｆ
1,545 0.99

宮村　信男 東京都豊島区 1,292 0.82

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 1,237 0.79

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 1,044 0.67

衣川　将史 福岡県糟屋郡志免町 930 0.59

計 － 85,771 54.70

（注）上記のほか当社所有の自己株式3,000株（1.91％）があります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    3,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  153,800 153,800 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 156,800 ― ―

総株主の議決権 ― 153,800 ―

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名また
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社テリロジー
東京都千代田区九段

北一丁目13番５号
3,000 ― 3,000 1.91

計 ― 3,000 ― 3,000 1.91

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

なお、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりません。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,562,527

受取手形及び売掛金 424,481

商品及び製品 27,672

仕掛品 17,279

前渡金 310,122

その他 40,010

貸倒引当金 △2,893

流動資産合計 2,379,200

固定資産

有形固定資産 124,858

無形固定資産 95,700

投資その他の資産 216,908

固定資産合計 437,467

資産合計 2,816,668

負債の部

流動負債

買掛金 85,831

短期借入金 916,200

未払法人税等 5,381

賞与引当金 25,211

前受金 483,321

その他 101,655

流動負債合計 1,617,602

固定負債

資産除去債務 10,336

その他 57,225

固定負債合計 67,561

負債合計 1,685,163
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,182,604

資本剰余金 630,370

利益剰余金 △400,968

自己株式 △280,637

株主資本合計 1,131,368

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 124

為替換算調整勘定 11

その他の包括利益累計額合計 135

純資産合計 1,131,504

負債純資産合計 2,816,668
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 1,347,223

売上原価 869,220

売上総利益 478,002

販売費及び一般管理費 ※
 467,105

営業利益 10,897

営業外収益

受取利息 108

受取配当金 1,054

為替差益 3,505

その他 76

営業外収益合計 4,744

営業外費用

支払利息 8,390

支払補償費 2,410

その他 40

営業外費用合計 10,841

経常利益 4,800

特別利益

投資有価証券売却益 5,682

特別利益合計 5,682

特別損失

投資有価証券評価損 14,115

商品廃棄損 41,904

特別損失合計 56,019

税金等調整前四半期純損失（△） △45,537

法人税、住民税及び事業税 1,890

法人税等調整額 △68

法人税等合計 1,821

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △47,358

四半期純損失（△） △47,358
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △47,358

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 8,934

為替換算調整勘定 11

その他の包括利益合計 8,946

四半期包括利益 △38,412

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △38,412

少数株主に係る四半期包括利益 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △45,537

減価償却費 39,081

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,987

貸倒引当金の増減額（△は減少） 902

受取利息及び受取配当金 △1,162

支払利息 8,390

売上債権の増減額（△は増加） △80,803

たな卸資産の増減額（△は増加） 31,556

仕入債務の増減額（△は減少） △11,956

投資有価証券売却損益（△は益） △5,682

投資有価証券評価損益（△は益） 14,115

その他 32,885

小計 △27,198

利息及び配当金の受取額 1,165

利息の支払額 △8,485

法人税等の支払額 △3,780

営業活動によるキャッシュ・フロー △38,298

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △258,714

定期預金の払戻による収入 268,464

有形固定資産の取得による支出 △14,557

無形固定資産の取得による支出 △28,377

投資有価証券の売却による収入 14,452

敷金及び保証金の差入による支出 △360

その他 △4,672

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,765

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,500

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △14,533

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,033

現金及び現金同等物に係る換算差額 △577

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,674

現金及び現金同等物の期首残高 1,050,965

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 10,577

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 979,868
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

第１四半期連結会計期間より、Terilogy Hong Kong Limitedは重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項は以下のとおりです。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 Terilogy Hong Kong Limited

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の四半期決算日等に関する事項

連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②デリバティブ

時価法を採用しております。

③たな卸資産

ａ商品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

ｂ仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年

車輌運搬具 ３年

工具器具備品 ４～10年

②無形固定資産（リース資産を除く）

市場販売目的のソフトウエア

見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額

を計上しております。

自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(4）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っております。なお、当四半期末におけ

る為替予約の残高はありません。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債務

③ヘッジ方針

当社の内部規定に基づき、営業活動及び財務活動における為替変動リスクをヘッジしております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断しております。

(5）四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他四半期連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

給与手当 149,540千円
賞与引当金繰入額 13,302
貸倒引当金繰入額 902

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 1,562,527千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △582,659

現金及び現金同等物 979,868

（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

当社グループは、情報通信機器販売並びにソフトウェア開発およびネットワーク構築から、納入したネット

ワークおよび付帯機器の保守サービスに至るITソリューション・サービス事業の単一セグメントであるため、記

載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △307円92銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失金額（△）

（千円）
△47,358

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千

円）
△47,358

普通株式の期中平均株式数（株） 153,800

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成24年11月13日

株式会社テリロジー

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齊藤　文男　　印

　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　毅章　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テリロ

ジーの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から

平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ

・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テリロジー及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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